
 

様式第１号（第３条関係） 

                                                                      受付印 

 

公 文 書 開 示 請 求 書 

 

  平成２５年９月９日 

 

 佐 賀 県 知 事  様 

 

 郵便番号  

 住  所  

        

        （法人等にあつては、主たる事務所等の所在地） 
 氏  名 

       

        （法人等にあつては、その名称及び代表者の氏名） 
 連 絡 先  担当部課名            担当者名 

 電話番号  

 

 佐賀県情報公開条例第５条の規定により、次のとおり公文書の開示を請求します。 

 

  

請求する公文書の 

件 名 又 は 内 容         

 
平成２５年９月６日（金）に開催された「ソーシャル・メディア シ
ンポジウム」及びその関連行事での公費の使途が分かる資料 

 

開示の方法の区分           
    １ 閲 覧       ２ 聴 取 

    ３ 視 聴       ４ 写し等の交付 

写し等の交付を希望 

する場合の交付の           

方 法 の 区 分           

 

１ 窓口での交付    ２ 郵便等による交付 

 

   注 １ 公文書の件名が明らかでないときは、請求に係る公文書の内容について、できるだけ 

     具体的に記入してください。  

なお、記入に当たり不明な点がある場合は、係員と相談してください。 

       ２ 開示の方法の区分欄については、該当する番号を○で囲んでください。 

 
                       《下の欄は、記入する必要はありません。》 

 

担 当 部 局        
 

 
電話番号（代表）                       （内線） 

 

公文書の件名        
 

 

完結年度（年）                         文書分類 
 

備     考 
 
 
 

  開示請求書に記載された申請者のお名前や連絡先などの個人情報は、公文書の開示に係る事務においてのみ使用
し、法令等の規定による場合を除き、他の目的に使用したり、申請者の承諾なく第三者に提供することはありません。 
県の内部においても、情報公開を行うに当たって必要最小限の職員がこれを取り扱うこととしております。 
詳しくは、佐賀県の個人情報保護の基本方針である 
「佐賀県プライバシーポリシーhttp://www.pref.saga.lg.jp/at-contents/privacy」をご覧ください。 
お問い合わせは、法務課総務・情報公開担当（電話番号：0952-25-7009）までお願いします。 

http://www.pref.saga.lg.jp/at-contents/privacy




様式第２号（第４条関係）

川川唏

公　文　書　開 示　 決 定　通　知　書

佐賀県知事

新　 基　第

平成２５年

古川　康

号

囗０

只

）

１

０

月

（

Ｘ

）

（

‥り

圃

平成２５年９月９日付けで開示請求のあつた公文書については、佐賀県情報公開条例第１０条第

１項の規定により、次のとおり開示することと決定したので通知します。

公　文　書　の　件　名

平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業費補助金交付申請書

平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業費補助金の交付決定につい

て（通知）

開　 示　 の　 囗　 時

平成　　 年　　月　　 囗（　　）

午　前

時

午　後

開　 示　 の　 場　 所

担　　当　　 部　　局

農林水産商工本部　新産業・基礎科学課

創業ベンチャー支援担当

電話番号（ｲ弋表）　0952う卜 三 ］２９（内線) 2155

公 開窓 口の電 話番 号 0952-25-7009

備　　　　　　　　 考

当事業 は公益 財団法 人地域産業支援センターを実施主体とす

る補助事業であり、県 には現時点で は、請求 の趣旨 に合致する文

書として 補助金 の交付 申請及び決定 に係る書類しか存在しませ

ん。

このた め、より 詳しい 内訳等 をお知り になりたい場合は同財団

（県 とは別 に開示規定を設けてい ます）に直接お尋ねください。

なお、県で は同 財団か ら年度末 に詳 細な経費 の内訳も含めて事

業完了報告を提出いただき、補助金 額の清算・確定をすることを

しており ます ので、申し添えます。

注　１　指定された公文書の開示の囗時に支障があるときは、あらかじめ公開窓口に連絡してく

ださい。

２　公文書の開示を受ける際には、この通知書を係員に提示してください。



様式 第１ 号（ 第４条 関係）

佐賀 県知 事
＼

古川 康
’
様‘

申請者住所 佐

平扈２
錙

度佐算

χt!1

域産

平 成 ２ ５ 年 洳 こお い て
ヽ

下 記 の と 气 叺地 域 産

㎜　　　　　■　・=--　a･　& 晶　－･･---=　　　　●
佐賀県地域産業支援対策事業費補助金金５ ２， ７２

佐賀県補助金等交付規則及び佐賀県地域産業支援

定により、関係書類を添えて申請します。　ヶ

支
　
　

。

゛`
鱚

气

佐

平
第二2 尹
５年 ４月 ｆ 日

援 セ ン タ ー

φ.‘

補助金 交付 申請 書

援 対 策 鳥 芦･を 実 施 し た い の で 、

－　　－　一　一-　－－
，0 0 04円を交付されるよう、

策事業費補助金交付要綱の規

卜　　　　　　　　　　　　　　記

１　事業の目的

中小企業者等の経営、技術、情報化等の経営資源の確保等を支援するとともに、技術、

人材、その他の本県に蓄積された産業資源を活用しつつ地域における創業等新たな事業

の創出を促進し、もって中小企業者等の振興、経営の安定及び活力ある経済社会を構築

を 目指すて　。　 ’･　　　／

２　 事 業 計 画 の 概 要
／へ

別 紙 １ の とお り｡
冫

３　事業の内容及び経費の配分

別紙２のとおり
／

４　事業の効果

創業予定者や経営革新・販路拡大を目指す企業等に対し、マネージャー等による支援

をはじめとする各種事業を行う事により、それら企業等の経営課題が解決され、事業の

成長が図られる/゙

5ぷ回二二孔

≒言言に／
７　 そ の 他



冫

別 紙 １

=事=

１

事業 計画

へ　、､事

， 創数

１．支援体

（１）マネ

昌晨

崘晧　　 言十

拠点泡

黹事業

業

動促進事業

ヤー設置 ／

－ ジ ャー

几2 ）支援体制整備
＼刄筵戸 ／

臨 事業
／

踞 吁

②情報眞有・提供のための設備等の経

費／＼　
゛

嶮 …
…

……

2ソ(§隲ど遣事業／･　　　　　+

3へ
气

匸 ゛流岸０ ７７ク
繼

ｎ

１

取引拡

乂

業
／'… ……:':

取引あ　卮ふ事k
／　　　 二

(１) 受

べ

膺報等収集提

ふ

イ

Ｏ) 情報収集提供／

(い 受･注企業名簿作成事業 ／ 十

脯) その他の情報収集提供事業 ／

①九州合同発注開拓調査／ダ

②外注状況調査／ｿ

③受注状況調査
／

（２）商談

亠
ｎ 催=事:j

亠
ｽﾞ

叉

概

｀レ
キ
お
Ｖ

計 画 件 数 等

(注

２暇

１５０ぺ 回

／

べ
Ｏ人 回

1丶　.I

(ﾌﾞ)
ｹﾞﾆ)ﾂ｣

卜 万

／

４ん

号

翫

／

尹

廱

価

０
　

０
　
　
　

２
　

１
　

４

０
　

５

８
　

３

３

J:
／

内　 容　 等

事務 機器リｒ･ス料 ．

ソ フ ト ウェ ア 保 守

料 、4通 信 回 線 使 用

料冫 通信 運搬 乳
｀

公

用車 リーグ 、印 刷

製本 費蒋

資料購入費、消耗品

費等．／’

稼働延人数270 人日゛

掲載企業数延714 企業

業種別カラー企業名簿

・九州合同商談会

・北九州展示会／

福゚岡展示会 ／’



ｆ

２。全 国中小 企業 取 引振興

３。九州ブ ロ ッ ク

ｍ　 中小 企

企業 連携 コー

匈 垰 甎金

会負担兪／

化 事業

イネータ設置

IV

１

①研 究会 （連携 Ｇ）

②研 究会

③旅費

中小企 業ICT･

ICT 活 用支 援体

（1 ）ICT コ ーデ ィ。

①人 件費 ／T

②旅 費 ／ ”

数

の構
／

／

築数／

用支 援事業 ／

整備 事業 ／’

ネ ー タ設置 ／‘゙

（２）ｴCI 活用支援事務費４

2べ ず

／

恥

力向よ=事こ業
／

3
卜

企業内lCTﾘｰ ﾀﾞｰ窗

よ
丱匆でFJ!/

(注 １)

(注 ２)

(注 ３)

（注 ２ ）

茜

20 石

3 1 2/X 回

１

（ 注 ２ ）

冫 ／

5 回

４ 回

事業計画のある事業のみ記入すること。

事業を実施する場合は、○印を記入のこと。

年間事業計画を添付すること。

借料・損料、自動車

リース料４･事゛機器

い ９

尸



丶　　　　　　　　　　　　１

２， 中小企業 支 援法 第 ７冬第 １

乱

指定 法人 の

ふ

機 関 の名 称 公益 財[
χ

法人 佐賀
ゑ

地域産業 支
亟

ンタ ヱ

所　 在　 地 佐賀 市鍋晨 町 八戸溝 １１ ４番地 …゙…
…

設 立年 月日 昭和 ４２年ｸﾞto 月 （財団法 人佐賀県 機械 貸与 公社 として 設立 ）g’

事業 内容

及 び 組織

( 組織図)

別 紙 のとお/

(事業 内 容)

２ ５度 助成事 業

○支 援 体制 整備事業 ／

○ 専門家 派遣 事業 ／

○ベ ンチ ャ ー交 流ネット ワー ク事業 ゛

○取 引あ つせ ん事業 ／

○ 中小企業 連携 促進強化事業 ダ

○ 中小企業ｌ ｃ Ｔ活 用支援 事業／

そ の他 の事業

○設 備貸 与事業　゛

○産 学官共 同研 究 開発の推 進に 関する 事業 ／

代 表者 の役 職・氏 名 理事長　 飛石　 昇

連絡 先 担当者 名 経営革 新支援 課　 副主 査　 永 松　 優希

電　 話　・　FAX 電 話　　0952-34-4422

FAX　0952-34-4412

Ｅ メール アド レ ス y_nagamatsu@mb.infosaga.or.jp

中小企業 支援 法 に基

づく 指定 年 月 日

平 成１ ２年 ５月１ １ 日　 指定



例会予定

‰　　　　　　。

｢佐賀県べ
言

ヤー交流ネツ

χ｣

一ク
ぐ

平成25 二4Ξ度活動計画(案)

ｓ丶

開催日（会場） 時間 内容 ねらい

／

／

冫

蝮
／

平成25 年５月14 日（水）

（佐賀地区）

会場：ﾎﾃﾙﾏﾘﾀｰﾚ 創世

13 二30～19:00

定期総会 ／ H24 年度の事業決算報告及びH25 年度事業計画・予算の承認/

・経営革新セミナー

講師：木下　道太氏（］ﾝﾋﾞﾈｸｽﾄ 相談役）

・県内企業ビジネスプラン発表

・交流会

先駆的なあるいは他の企業の手本となる経営を実践されてい

る企業の紹介

他の企業の手本となる経営を実践されている県内企業の紹介

参加者全員による販路拡大に向けた交流

ソ

マ ‘

／

平成25 年７月 ９日（火）

（鳥栖地区）

会場：ﾎﾃﾙ ﾋﾞｱﾝ鳥栖

13:30～19:00

鳥栖商工会議所会員との交流会 ゛･ 近隣商工会、福岡県（久留米市等）企業グループ等との交流 ・

・経営革新セミナー

講師：調整中

・県施設見学

場所：九州ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 光研究センター予定

・交流会

先駆的なあるいは他の企業の手本となる経営を実践されてい

る企業の紹介

他の企業の手本となる経営を実践されている県内企業の紹介

県関連施設見学

参加者全員による販路拡大に向けた交流

｡毟
/

平成25 年10 月８日（火）

（西部地区）

会場：有田地区を予定

13:30～19:00

西部地区商工会議所会員との交流会／ 近隣商工会、企業グループ等との交流　　　　　　　　　　　･ ゛

経営革新セミナー

講師：調整中

製品展示（ショートプレゼン）

ビジネスプラン発表会（予定）

・交流会

製品を見な がらのプレゼンテ ーションカの向上を図ると供に

参加者相互の情報交換を行う。

プレゼンテーションの経験を積んでいただきながら、自社製

品・サービスを紹介することで、ビジネス連携を模索する。

嶷
/

平成26 年２月４日（火）

（゙佐賀地区）

会場：ﾎﾃﾙﾏﾘﾀｰﾚ 創世

13:30～19:00

佐賀商工会議所会員との交流会 ／ 近隣商工会、企業グループ等との交流　　　　　　　　　 ／

経営革新セミナー

講師：調整中

製品展示（ショートプレゼン）

ビジネスプラン発表会（予定）

・交流会

同上

※　新規入会会員がある場合は、その都度、紹介の時間を設けます。



平成２５年度 中小企業ｌＣＴ活用支援事業概要

／

事業項目/不ケジュール 詳細 実施内容

（１）支援体制整備 ／ - 本事業の中心的な役割を担い、以下の取り組みを実施y ゛

ICT高度利活用に対する意識の高い企業への訪問
･ICT高度利活用に係るセミナーの企画・開催
qT と経営の双方を結びつけることの出来る人材育成講座の企画

り:CTを導入しようとする企業の経営課題の分析と、ICT を活用した課題解決策の提案
･企業の個別具体的な課題とマッチした専門家の派遣 ．　　　　　　　 Ｊ乂　　＼

ITC　1 瀋

（２）システム挂丶 者能力向上研修会４ -
IT担当者は存在するがその高度利活用に悩ん夕い る企業に対して、社内技術者の能力向上
を目指した、セミナーと講習会を開催するj/

yセミナー:ICT 導入による成功事例紹介（IT経営力大賞優秀賢_㈱鳥栖倉庫）
／ ﾀﾞ

y研修会　:IT 活用力向上として、経営課題を引き出して改革を実現する為のIT戦略策
定の手法を学ぶ（2回匚｡／

･交流会　：県内のMZプラットフォーム導入（予定含む）企業に対して
ダシス

テム担当
者間の交流による情報共有を行い、更な盖活性化を図る｡／

･特別緇　:ICT 高度利活用の最新トレントセミナー／

研修会は、専門性があるカリキュラムのため（非営）ITコーディネータ協会に委託して実施
することを検討。（講師派遣) X"

4月 5月 ｀ 6月・ 7月 8月 9月

福岡･ 鳥栖から

講師を招集

二

≒

事例ｾﾐﾅｰ

又

3△

技術セミづr― 17 △ 研修会

交流会

△

6° /

△　 △

特別緇

（３）企業内lc吋丶 ダー育成講座開設（観光瘍向け）『 -

ICTコーデイネータニの企画により、工T高度利活用について、経営と現場の両面から社内を
シードできる人材を育成するための研修会を開催。

･セミナー:ICT によるスマホ技術等紹介（地図情報エリアダy^NTT-SE 研究所罔
y研修会　 ：企業内の人材育成講座の開(CRM ゴセールスフォース．コム）:1 回

ぐ

WEB (Web コンサルタント），:1回）゛
y特別編　:ICT 高度利活用の最新のトレン ドセミナ ーイ1

10月 ｎ月 ’12 月 1月 2月 － 3月

東京･ 福岡から

講師を招集

二 回
麟

研餡
ふ
７「

ゝ

郛別編　 △

△ △

／

（４）専門家派遣 ／ - 芦コーディネーターにより抽出された個別課題の具体的な解決のため、各分野の専門家を
派遣。 （謝金の1/3は受益者負担）→　H25 ～創業等支援拠点活動促進事業費における専門
家派遣事業マ対応　/

案件が出た度に実施 財団専門家派遣と併用j



ｆ

冫恥

几　　

事業 の内容ﾑ/

へ　 （単位: 円）

髷詛 箙詛
朧崗圉源高膃韜油屋朧朧蕊

〆

／

難識 讖 翁 皿 皿

仁摺 濟 詰 頏 竺 竺 髣

(1けﾈ

嚮

一設置妬/

(2)支援体制整備円滑化事業/　 ゛

2.専門

二二匸匸匸匸=Eﾐ=E匸’
χ

謝　　　　　　 ’7

旅　　　　　　

奴

（事務費）
旅　　　　　 が:

研　 修　 旅　 費 ／

研　 修　 受　 講./

印 刷 製 本 費ご

通 信 運 搬’費ず･

消　 耗　 品　 費,ず

資 料 購 入 費冫

公 用 車 リ ー ス 料７

燃　　 料　　 費／
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合計 54,217,000 54ぶ07^000"52,74000 1,480,000
1. 事業区分は交付要綱の第3条に規定する別表のとおりとする。　　　　　　　　　丶　　　　气　　　　　　Ｖ
2｡ 委託費のある場合は､ 委託する事業､ 委託先､ 委託する理由、委託金額及びその内訳(謝金､ 旅費等の別)を記載した

委託事業内容明細書を別紙2 －2として添付すること。

3. 財源内訳には､ 補助事業に要する経費の内訳を記入すること。

４.自己資金の襴は､ 企業が負担する負担金を含めて記入すること。



別紙3
／

１　 収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:円）
区　　　　　　　 分 本年 度予 算 前 年度 予 算 比　 較 備　考

1. 補助金収入 52,727,00ffl̂ 30,896,000 21,831*000
2. 自己財源 1,480,000'芦..-1,480,000 ０企業負担

計 54,207,000r  32,376,000 21,831,000

２　 支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位:円）
区　　　　　　　 分 本 年度 予 算 前 年度 予算 比　 較 備　考

Ｉ　創業等支援拠点活動促進事業 22,694,0001rV21.578.000 1,116,000
1. 支援体制整備事業 16,962,000s 15,846,000 1,116苧000

(1) マネージャー設置費 7,520,000/　7,520,000 ０
(2) 支援体制整備円滑化事業 9,442,000'r 8,326,000 l,lll>,000

2. 専門家派遣事業 4,440,000'゙゙ 。4.440,000 ０
3. ベンチャー交流ネットワーク事業 1,292,00QJ〆1,292,000 ０

Ｈ 取引拡大事業 4,000,000な4,000,000 ０
1.取引あっせん事業 3,638,000!’y 3,658,000 △20,000

(1)受発注情報等収集提供事業 2,664,000･り2,646,000 18,000
(2) 商談会等開催事業 974,000 な ぺ,012,000 △38,000

2. 全国中小企業取引振興協会負担金 312,000゙゛^  292,000 20,000
３．九州ブロック連絡協議会負担金 50,000 ’r　　50,000 ０

Ⅲ　 中小企業連携連携強化促進事業 20,715,000ダ̂　　　　　０ 20.7]|5,000
(1) 人件費 10,007,00ぴ゙ 　　　　　　 ０ 10,007,000
(2) 事業費 3,708,00c･／　　　　 ０ 3,708,000
(3) 負担金 7,000,000'／ ’　　 ０ 7,000,000

IV 中小企業ICT 活用支援事業 6,798,000･r  6,798,000 ０
1. ICT 活用支援体制整備事業 4.528.00W’。4,528,000 ０

(1)ICT コーディネータ殷殷費 ，4,100,000’ 4,100,000 ０
(2)ICT 活用支援事務費 V  428,0091’　　428,000 ０

2. システム担当者能力向上事業 X.480,000'戸　1,410.000 70,000'
3. 企業内ＩＣＴリーダー育成事業 V90,  OOOl 860,000 △70,00,0

計 54,307,000r  32,376,000 21,831,000
※前年度予算額の欄は､本年度に対応する事業がある分の淨を記入。



／

１

公益財団法人佐賀県地域産業支援センター

理事長　　飛石　昇　　様

新基第　１７６　号

平成２５年４月１日

佐賀県知事　古　川

平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業費補助金の交付決定について（通知）Ｉ

平成２５年４月１日付け佐産支第７２号で申請のあった平成２５年度佐賀県地域産業支

援対策事業費補助金については、佐賀県補助金等交付規則（昭和５３年佐賀県規則第１３

号。以下「規則」という。）第４条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決

定しましたので、規則第６条の規定により通知します。

厂　　　　　　　　　　　　　　　　 記

１　この補助金の対象となる事業は、平成２５年４月１日付け佐産支第７２号で申請のあ

った平成２５年度佐賀県地域産業支援対策事業とし、その内容については当該申請書記

載のとおりとする。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご

２　補助事業に要する経費及び補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内

容が変更された場合において、補助事業に要する経費及び補助金の額が変更されるとき

は、別に通知するところによるものとする。

補助事業に要する経費

補　助　金　の　額

５

５

４

２

２

７

07

27

０ ００ 円

０ ００ 円

３　補助事業に要する経費の配分及びこれに対応する補助金の額は、申請書記載の「経費

の配分」のとおりとする。　　　　　　　レ

４　゙補助金の額の確定は、佐賀県地域産業支援対策事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第３条に定める算出方法により行うものとするｄ　　　　　　　　　　■

５　この補助金は、次の事項を条件として交付するものとする。

（１）規則及び要綱の規定に従うこと。

（２）補助事業に要する経費の配分又は補助事業の内容を変更する場合においては、知

事の承認を受けること。ただし、次に規定する軽微な変更であって、補助金額に影

響がない場合については、この限りでない。

ア　補助目的の達成に支障を来すことなく、かつ、事業能率の低下をもたらさない

事業計画の細部の変更

イ　要綱別表の事業区分の相互間における経費の配分の変更

（３）補助事業の９月３０日現在における遂行状況について、１０月２０日までに知事

に報告すること。

言
言



（４）補助事業 を中止し、又は廃止する場合においては、あらかじめ、 知事の承認を受

け ること。 ト　　　　　　　　　　　　　 ー･　　　　　 ∧　　　　　　　　　　　　 ‥

（６）補助事業 が予定の期間内に完了しない場合乂は補助事業の遂行が困難となった場

合においては、速やかに知事 に報告してその指示を受けること。　　　　-･|　 。

（６）補助事業 が完了したとき （補助事業の廃止の承認を受けたときを含む。）は、そ

の日から起算して ３０日以内又は補助金の交付の決定に係る年度め ３月 ３１日（補

助金が全額概算払で支払われた場合は、翌年度４月１０日）のいずれか早い日まで

に、規則第１ ２条に規定する実績報告書を提出すること。 また、そ の際に、補助金

に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額して報告すること。　 ダ

（７）補助事業 に係る収入及び支出を明らかにした帳簿並びに証拠書類を整備し、補助

事業完了後５年間保管するごと。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜

（８）補助事業 により取得し、又は効用の増加した財産については、補助事業が完了し

た後 も、善良な る管理者の注意をもうて管理するとともに、補助金交付の目的に従

って、そ の効率的運用を図ること。また、当該財産について台帳を設け、そ の保管

状況 を明らかにすること。

(9) 補助事業者は、補助事業によ り取得し √又は効用の増加した財産の処分制限期間

（昭和５３年通 商産業省告示第 ３６０号） を経過する以前に財産を処分しようとす

るとき は、あ｡らかじ め知事の承認を受 けること。この場合において、 当該承認iこ係

る財産を処分したことにより収入があ･つたときは、交付した補助金の全部又は一部

に相当する金額を県 に納付させる ことができることとする。ただし、当該財産の１

件当たりの取得価格又は効用の増加価格が５０万円未満のも（7;）はこの限りでない。

（10 ）屬 助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金 に係る消費税及び 地

方消費税に係る仕入控除税額が確定し た場合 には、速やかに知事に報告すること。

知事は、 当該報告があった場合には、当該消費税及び地方消費税に係る消費税仕入

控除税額の全部又は一部の返還を命ず ることがある。

(11) 補助金を他の用途に使用し又は補助金の交付の内容、条件、その他法令若しくぼ

∧ これ に基づく処分に違反したとき は、額の確定の有無に関わらず、補助金 の交付の

決定 の全部又は一部を取り消すことがある。 またい補助金の交付 の決定を取り消し

た場合において、既に補助金が交付さ れているときはその返還をさせることがある。

６　この補助金は、概算払で交付するごとができる･。

７　規則第７条第１項の規定により申請の取下げのできる期日は､卜補助金交付決定の日か

ら２０日間とする。　、　　　　▽　　　　　　∧　　‥ ‥‥‥

(担当課：新産業・基礎科学課)
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